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（出典）厚生労働省「人口動態統計」等
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１-(１) 出生率と出生数の推移

○2013年に出生率が1.43に回復。しかし出生数は約103万人で
過去最少。

出生数
合計特殊出生率

2013年
最低の出生数
1,029,800人

1974年生まれの女性
（今年40歳）約98万人

2013年生まれの女性
約50万人
1974年生まれの約50％
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１-(２) 出産の現状（晩産化）

（出典）厚生労働省「人口動態統計」）（2013年）

○団塊ジュニア世代の「駆け込み出産」により、全出生児の全３割は３５歳以上の
母親から出生。２０代、３０代前半は減少。

○現在の３０代前半以下の出生数がこのまま下落すれば、少子化は一気に加速する。

全出生児の27％
母の年齢

出生児数
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年齢階級別出生数（2013年102万9820人過去最小）の前年との増減比較
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１-(３) 都道府県別合計特殊出生率
○最高は沖縄県の1.94。最低は東京の1.13で極端に低い。

（出典）厚生労働省「人口動態統計」全国
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地方圏からの転出超過ピーク

東京圏

大阪圏
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－6.5千人
－147人
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1961年 2013年
高度成長期 安定成長・バブル経済

2011年

2000年代以降

東日本大震災
万人

地方圏

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東京圏 ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県
名古屋圏 ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

２-(１) 人口移動(転入超過数)の推移
○戦後３度の大都市圏への人口移動を通じ、地方から累計1147万人の若年人口が流出した。
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２-(２) 東京圏への転入超過数

○東日本大震災後、転入超過数は減少したが、昨年は震災前の水準を
上回っており、東京圏への転入は拡大いている。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年）
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２-(３) 東京圏への転入超過数

○東京圏への転入超過数の大半は２０-２４歳、１５-１９歳が占める。
大卒後就職時、大学進学時の転入が考えられる。

（出典）総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2013年） 東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県合計 グラフ内の人数は百人以下四捨五入
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２-(４) 主要都市人口が全人口に占める割合
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（出典）UN,World Urbanization Prospects,The 2011 Revision.

○東京の人口シェアは他先進国の主要都市に比べて高く、かつ現在
も上昇を続けている。
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※東京は一都三県の合計
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３-(１)【島根県】総人口・将来推計人口

（出典）国立社会保障・人口問題研究所
「都道府県別人口」 「地域別将来推計人口」

○社人研推計では2040年までに約20万人減。高齢化率は29％から
39％に。当面65歳以上の高齢者は増加するが、2040年までに
は全年齢階層で減少に転じる（第２段階）。
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

総人口 717,397 687,105 655,482 621,882 588,227 554,624 520,658

老年人口
（65歳以上）

208,548 224,744 230,039 226,144 217,706 208,139 203,607

高齢化率 29.1% 32.7% 35.1% 36.4% 37.0% 37.5% 39.1%
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３-(２) 人口減少の２つの要因【島根県】転入超過数推移（1954-2013）
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○1954年以降、時期により変動はあるものの、一貫して転出超
過。全国の転入超過数推移とほぼ同じ傾向が見られる。
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（参考）全国の転出入超過数の推移（1954-2013）

1964年
島根県ピーク
（－17600人）

（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告 9



（備考） 住民基本台帳人口移動報告をもとに作成。
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○近年も転出傾向が続く。
○転出超過の大半は15－19歳、20－24歳の若年層が占める。大学
進学、就職等での県外への転出と考えられる。
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（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告
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２．島根県における年代別転入・転出超過数の推移
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（備考）各年の年齢別転入・転出超過数については、総務省「国勢調査」をもとに作成。前回調査した年の人口に生残率を乗じて本年の期待人口（社会移動がないと仮定した人口）を算出し、
本年の実際の調査人口から当該期待人口を減じて算出。５年間の累積。

３-(５)【島根県】年齢階層別転入超過数（2010-2013）
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３-(６)【島根県】地域別転入・転出者数（2010-2013）
○転入元、転出先共に、大阪圏、広島県、東京圏で５割を占める。

（出典）総務省住民基本台帳人口移動報告

人

東京圏 ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

転出入
ｆrom Ａ ％ to Ｂ ％ Ａ-Ｂ
大阪圏 2,122 19.7% 大阪圏 2,395 19.4% -273

広島県 1,984 18.5% 広島県 2,375 19.3% -391

東京圏 1,655 15.4% 東京圏 1,886 15.3% -231

鳥取県 1,180 11.0% 鳥取県 1,460 11.9% -280

岡山県 679 6.3% 岡山県 787 6.4% -108

山口県 639 5.9% 山口県 687 5.6% -48

福岡県 416 3.9% 福岡県 450 3.7% -34

名古屋圏 392 3.6% 名古屋圏 431 3.5% -39

その他 1,682 15.6% その他 1,848 15.0% -166

総数 10,749 － 総数 12,319 － -1,570
大阪圏 2,078 19.1% 大阪圏 2,244 18.9% -166

広島県 2,043 18.7% 広島県 2,237 18.8% -194

東京圏 1,860 17.1% 東京圏 1,810 15.2% 50

鳥取県 1,230 11.3% 鳥取県 1,429 12.0% -199

岡山県 696 6.4% 岡山県 842 7.1% -146

山口県 624 5.7% 山口県 637 5.4% -13

福岡県 409 3.8% 福岡県 424 3.6% -15

名古屋圏 369 3.4% 名古屋圏 445 3.7% -76

その他 1,592 14.6% その他 1,826 15.4% -234

総数 10,901 － 総数 11,894 － -993
大阪圏 2,001 18.8% 大阪圏 2,291 19.3% -290

広島県 1,989 18.7% 広島県 2,233 18.8% -244

東京圏 1,664 15.6% 東京圏 1,797 15.2% -133

鳥取県 1,363 12.8% 鳥取県 1,410 11.9% -47

岡山県 665 6.2% 岡山県 914 7.7% -249

山口県 611 5.7% 山口県 684 5.8% -73

名古屋圏 400 3.8% 名古屋圏 424 3.6% -24

福岡県 387 3.6% 福岡県 460 3.9% -73

その他 1,577 14.8% その他 1,643 13.9% -66

総数 10,657 － 総数 11,856 － -1,199
広島県 2,008 19.4% 広島県 2,291 19.6% -283

大阪圏 1,948 18.8% 大阪圏 2,268 19.4% -320

東京圏 1,547 15.0% 東京圏 1,765 15.1% -218

鳥取県 1,254 12.1% 鳥取県 1,360 11.6% -106

岡山県 671 6.5% 岡山県 755 6.5% -84

山口県 584 5.6% 山口県 662 5.7% -78

名古屋圏 351 3.4% 名古屋圏 410 3.5% -59

福岡県 332 3.2% 福岡県 435 3.7% -103

その他 1,645 15.9% その他 1,741 14.9% -96

総数 10,340 － 総数 11,687 － -1,347

2011年

2013年

2012年

2010年

転入 転出

※転入超過自治体
出雲市、海士町（2011年を除く）など。
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注）影響度の考え方：社人研の市区町村別推計データと、2030年までに出生率2.1、および転出入が±ゼロになった場合の推計データとを比較する。

自然増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現した場合の社人研推計に対する人口増減率

１＝100％未満 ２＝100～105％ ３＝105～110％ ４＝110～115％ ５＝115%以上の増加

社会増減の影響度：2030年までに合計特殊出生率＝2.1を実現し、かつ転出入が±ゼロになった場合の、社人研推計で2030年までに合計特殊出生率＝2.1と

なった場合に対する人口増減率 １＝100％未満 ２＝100～110％ ３＝110～120％ ４＝120～130％ ５＝130%以上の増加

○地域によって自然増減、社会増減の影響度は異なる。
○島根県は社会増減の影響度が比較的大きい。

（出典）日本創成会議、北海道総合研究調査会資料

島根県１９市区町村の影響度の分布 例）京都府36市区町村の影響度の分布

３-(７)【島根県】将来推計における社会増減、自然増減の影響度
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３-(８)【参考】市町村別転出入者数（2010-2013）

総   数 男 女 総   数 男 女 総   数 男 女

島    根    県 20,231 10,981 9,250 21,801 11,537 10,264 -1,570 -556 -1,014

松    江    市 6,527 3,614 2,913 6,555 3,655 2,900 -28 -41 13

浜    田    市 1,720 925 795 2,013 1,084 929 -293 -159 -134

出    雲    市 3,776 2,022 1,754 3,668 1,935 1,733 108 87 21

益    田    市 1,300 729 571 1,443 724 719 -143 5 -148

大    田    市 901 480 421 1,088 563 525 -187 -83 -104

安    来    市 733 384 349 1,019 505 514 -286 -121 -165

江    津    市 755 411 344 914 471 443 -159 -60 -99

雲    南    市 826 415 411 1,068 503 565 -242 -88 -154

東  出  雲  町 616 309 307 574 291 283 42 18 24

奥  出  雲  町 314 183 131 459 239 220 -145 -56 -89

飯    南    町 185 82 103 163 85 78 22 -3 25

斐    川    町 763 404 359 749 376 373 14 28 -14

川    本    町 155 89 66 207 113 94 -52 -24 -28

美　　郷　　町 202 107 95 171 77 94 31 30 1

邑　　南　　町 304 161 143 336 168 168 -32 -7 -25

津  和  野  町 207 123 84 329 174 155 -122 -51 -71

吉　　賀　　町 232 123 109 239 127 112 -7 -4 -3

海    士    町 141 81 60 104 51 53 37 30 7

西  ノ  島  町 112 63 49 145 91 54 -33 -28 -5

知    夫    村 36 20 16 40 18 22 -4 2 -6

隠 岐 の 島 町 426 256 170 517 287 230 -91 -31 -60

2010年
他市区町村からの転入者数 他市区町村への転出者数 転入超過数 （－は転出超過）

総   数 男 女 総   数 男 女 総   数 男 女

島    根    県 19,346 10,540 8,806 20,339 10,898 9,441 -993 -358 -635

松    江    市 6,600 3,672 2,928 6,688 3,746 2,942 -88 -74 -14

浜    田    市 1,945 1,084 861 1,928 1,015 913 17 69 -52

出    雲    市 4,303 2,284 2,019 4,155 2,227 1,928 148 57 91

益    田    市 1,192 660 532 1,380 742 638 -188 -82 -106

大    田    市 924 499 425 1,065 536 529 -141 -37 -104

安    来    市 788 410 378 925 486 439 -137 -76 -61

江    津    市 670 352 318 721 373 348 -51 -21 -30

雲    南    市 754 381 373 1,060 534 526 -306 -153 -153

奥  出  雲  町 343 184 159 376 207 169 -33 -23 -10

飯    南    町 173 83 90 168 89 79 5 -6 11

川    本    町 147 90 57 175 89 86 -28 1 -29

美　　郷　　町 152 88 64 145 75 70 7 13 -6

邑　　南　　町 286 146 140 300 146 154 -14 0 -14

津  和  野  町 249 133 116 290 146 144 -41 -13 -28

吉　　賀　　町 217 120 97 238 109 129 -21 11 -32

海    士    町 77 40 37 95 41 54 -18 -1 -17

西  ノ  島  町 124 78 46 122 60 62 2 18 -16

知    夫    村 26 16 10 47 25 22 -21 -9 -12

隠 岐 の 島 町 376 220 156 461 252 209 -85 -32 -53

2011年
他市区町村からの転入者数 他市区町村への転出者数 転入超過数 （－は転出超過）

総   数 男 女 総   数 男 女 総   数 男 女

島    根    県 18,593 10,221 8,372 19,792 10,641 9,151 -1,199 -420 -779

松    江    市 6,194 3,456 2,738 6,383 3,565 2,818 -189 -109 -80

浜    田    市 1,854 1,021 833 1,986 1,096 890 -132 -75 -57

出    雲    市 3,917 2,177 1,740 3,861 2,055 1,806 56 122 -66

益    田    市 1,310 739 571 1,398 726 672 -88 13 -101

大    田    市 852 429 423 939 471 468 -87 -42 -45

安    来    市 848 458 390 1,004 505 499 -156 -47 -109

江    津    市 731 381 350 761 386 375 -30 -5 -25

雲    南    市 771 403 368 1,019 529 490 -248 -126 -122

奥  出  雲  町 290 155 135 386 193 193 -96 -38 -58

飯    南    町 178 97 81 165 92 73 13 5 8

川    本    町 132 80 52 162 102 60 -30 -22 -8

美　　郷　　町 133 63 70 125 68 57 8 -5 13

邑　　南　　町 270 126 144 300 135 165 -30 -9 -21

津  和  野  町 221 118 103 292 151 141 -71 -33 -38

吉　　賀　　町 224 128 96 258 146 112 -34 -18 -16

海    士    町 124 64 60 106 48 58 18 16 2

西  ノ  島  町 131 86 45 135 79 56 -4 7 -11

知    夫    村 20 14 6 31 13 18 -11 1 -12

隠 岐 の 島 町 393 226 167 481 281 200 -88 -55 -33

2012年
他市区町村からの転入者数 他市区町村への転出者数 転入超過数 （－は転出超過）

島    根    県 18,294 9,965 8,329 19,641 10,570 9,071 -1,347 -605 -742

松    江    市 6,169 3,422 2,747 6,434 3,602 2,832 -265 -180 -85

浜    田    市 1,708 982 726 1,988 1,087 901 -280 -105 -175

出    雲    市 3,989 2,151 1,838 3,718 2,018 1,700 271 133 138

益    田    市 1,301 693 608 1,336 713 623 -35 -20 -15

大    田    市 823 448 375 1,029 521 508 -206 -73 -133

安    来    市 780 392 388 991 508 483 -211 -116 -95

江    津    市 637 332 305 810 418 392 -173 -86 -87

雲    南    市 797 438 359 977 479 498 -180 -41 -139

奥  出  雲  町 319 178 141 391 212 179 -72 -34 -38

飯    南    町 115 59 56 162 81 81 -47 -22 -25

川    本    町 121 60 61 151 75 76 -30 -15 -15

美　　郷　　町 129 69 60 156 82 74 -27 -13 -14

邑　　南　　町 273 138 135 278 142 136 -5 -4 -1

津  和  野  町 242 128 114 259 121 138 -17 7 -24

吉　　賀　　町 200 92 108 252 118 134 -52 -26 -26

海    士    町 156 74 82 95 53 42 61 21 40

西  ノ  島  町 126 83 43 131 72 59 -5 11 -16

知    夫    村 30 18 12 23 12 11 7 6 1

隠 岐 の 島 町 379 208 171 460 256 204 -81 -48 -33

2013年
他市区町村からの転入者数 他市区町村への転出者数 転入超過数 （－は転出超過）

総   数 男 女 総   数 男 女 総   数 男 女

※他県からの転入含む
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（人）（校） 島根県 小学校数 推移

 小学校数 306校（1989年） → 229校（2012年）
 児童数 61,392人（1989年） → 36,688人（2012年）
 市町村数 50（8市37町5村）（1980年）→ 21（8市12町1村） （2005年）→ 19（8市10町1村） （2012年）

児童数

（備考）文部科学省「学校基本調査」をもとに作成。市町村数については、島根県市町村課公表資料より作成。

３-(９)【島根県における小学校の統廃合数
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１ 地方への新しいひとの流れをつくる

２ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る

５ 地域と地域を連携する

４ 地方創生のために

17



５ コンパクトな拠点とネットワーク

18



６「小さな拠点」
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○全国を1km2毎の地点でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める。
○しかし、非都市地域でも小学校の周辺の地域では集落が残れる可能性。
○そのためには、日常を支える機能を残せるか否かがポイント。

2010年
人口
（万人）

2050
年
人口
（万人）

減少率 人口増減率別1kmメッシュ割合
（対居住メッシュ）

半減以下 0以上
50％
未満減

増加

うち非
居住化

うち50％
以上減

全国 12,806 9,708 ▲24% 63% 19% 44% 35% 2%

将来人口推計

小学校からの距離別の人口推計
（非都市＝用途地域外）

注）1kmメッシュ将来
推計人口は国土交
通省国土政策局推
計による。

非都市内の
小学校数
＝8889

地域消滅のおそれ

中心集落には人口
が残る可能性

注）用途地域及び
小学校データは、国
土交通省国土政策
局「国土数値情報」
による。

７ 地域消滅を防ぐには、日常を支える機能の維持がポイント

20



注１）国土交通省国土政策局推計による。
注２）山間地域の男女別・年齢別人口比率から、人口1000人の集落の人口を

設定し、コーホート変化率法を用いて将来人口を推計したものである。
注３）0～4歳の推計には、2010年のこども女性比を用いた。出生率に換算する

と概ね1.47人である。
注４）年間10人移住のケースでは、30歳代前半の夫婦と0～4歳のこども1人

の世帯が2世帯と、20歳代前半の男女各2人の移住があるものと仮定した。
年間5人移住はその半分の移住を仮定した。
移住の仮定については、小田切徳美、藤山浩編著「地域再生のフロンティ
ア」p306～p309を参考とした。

注５）山間地域は農林水産省が定めた農業地域類型のうちの「山間農業地域」
とした。昭和25年現在の旧市町村単位で指定され、林野率80%以上かつ耕
地率10%未満の市町村である。

2050年人口ピラミッド
趨勢推計人口 移住（5人/年）見込 移住（10人/年）見込み

１世帯＋男女２人が移住するケース

廃校
移住しないケース

山間地域のモデル集落（人口1000人）の人口推計

【小中学生人口】人

％【集落人口及び高齢化率】人

２世帯＋男女４人が移住するケース

2010年人口ピラミッド

８ 山間地域でも千人規模の集落に毎年1世帯＋男女2人（計5人)の
移住 （又は流出抑制）ができれば小中学校を廃校せずに維持可能

21



９-(１）「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」
○移住する予定または移住を検討したいと思っている人は
約40％。Ｕターンや二地域居住を行ってみたい人は約30％。

【Ｑ1】移住予定、または移住を検討したいか？

○全体（1200人）の40.7%が「移住予定、または検討したい」

（うち、関東圏以外の出身者300人の49.7%が「移住予定、または検討したい）

○男女ともに10・20代の意向が比較的強い（46.7%）
男性では、50代も強い（50.8％）

（出典）内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部（2014）「東京在住者の今後
の移住に関する意向調査」：東京都在住18～69歳の1200人を対象にイ
ンタネット調査。8月末に実施。「今後移住する、または検討したい」は、
「今後1年」「今後5年をめど」「今後10年をめど」「時期は決まっていない
が検討したい」の合計。

【Ｑ2】Ｕターンや二地域居住を行ってみたいか？

○全体の29.3%がUターン希望。27.9%が二地域居住を希望。

○Ｕターンは男女ともに10.20代、男性の40代の意向が比
較的強い。 二地域居住は男女ともに60代の意向が比較
的強い。 22



仕事 59% 仕事 58% 生活コスト 61% 生活コスト 57% 生活コスト 55%
交通の利便性 52% 生活コスト 50% 買物環境 56% 医療・福祉 41% 医療・福祉 39%

子育て環境 31%
生活コスト 70% 仕事 51% 生活コスト 52% 生活コスト 56% 医療・福祉 71%
買物環境 66% 買物環境 51% 人間関係 50% 交通の利便性 56% 買物環境 65%
子育て環境 48% 子育て環境 36% 買物環境 56%

人間関係 56%
医療・福祉 46%

60代

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代

出身地 43% スローライフ 48% スローライフ 40% スローライフ 39% 食・水・空気 52%
スローライフ 27% 出身地 35% 出身地 37% 出身地 34% スローライフ 46%
家族・知人 27%
出身地 54% 出身地 51% 食・水・空気 41% 出身地 46% スローライフ 38%
家族・知人 41% 家族・知人 36% 気候 34% 家族・知人 46% 食・水・空気 35%

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

９-(２)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」
○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○10～40代では「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分でな
い」（40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。
（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」
「都市地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6%

就職 29% 早期退職 29% 早期退職 32% 早期退職 49% 定年退職 46%

転職 16% 転職 23% 介護 21% 介護 12% 介護 16%

子育て 16% 結婚 21% 子・孫と同居 16%

子育て 21%

結婚 39% 子育て 26% 介護 25% 早期退職 34% 定年退職 38%

子育て 32% 結婚 19% 早期退職 18% 介護 24% 子・孫と同居 9%

妊娠・出産 20%
女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

男性

○10‐30代男性は就職・転職、10－30代女性は結婚・子
育て、 40代からは男女ともに介護が主なきっかけ。

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答）

○男女共に10‐30代の約40％は出身地に戻ることを希望してい
る。
○男性には年齢に関係なくスローライフ志向が強い。

【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答）

○男女共に「仕事」「子育て環境」と同時に 「生活コスト」へ
の関心が高い。

公共交通 48% 働き口 56% 生活の利便性 44% 働き口 38% 医療・福祉 50%

働き口 43% 給与が下がる 44% 働き口 41% 人間関係 33% 生活の利便性 30%
住居 30%

働き口 66% 働き口 43% 働き口 57% 生活の利便性 37% 生活の利便性 53%
公共交通 54% 公共交通 34% 生活の利便性 46% 公共交通 37% 医療・福祉 53%
給与が下がる 54% 人間関係 37% 住居 53%

住居 37%

男性

女性

10.20代 30代 40代 50代 60代

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答）

○男女ともに、働き口や賃金への懸念が強い。
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９-(３)「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」

（その他の質問）『移住を希望しない人が挙げる理由』：公共交通の利便性が良くない、今の生活に不満がない、日常生活の利便性が良くな
い、働き口が見つからない（全数結果の上位4項目）。『移住を希望する上で困っている点』：特にＩターン、Ｕターン希望者で「情報が十分でな
い」(40%弱）「情報の入手先がわからない」（30%弱）を挙げる人が多い。（その他の調査）内閣府（2014）「農山漁村に関する世論調査」「都市
地域住民の農山漁村地域への定住願望の有無」：2005年「有」20.6% ⇒ 2014年「有」31.6%

【Ｑ3】移住したいと思ったきっかけは？

○移住の理由や重視する点などは、年齢階層で大きく異なる。
○「スローライフ志向」「生活コストへの関心」が特徴。

【Ｑ4】移住したい理由は？（複数回答）

【Ｑ6】移住する上での不安・懸念点は？（複数回答）【Ｑ5】移住を考える上で重視する点は？（複数回答）
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